
















A Case Study of the Influences of Free Trade in a Local Industry：












　The purpose of this paper is to analyze the decline of the leather footwear industry, which is a local industry 
in Asakusa. The domestic production of leather footwear is decreasing every year because reduction in tariff is 
promoting import of cheap leather shoes from developing countries.
　The people promoting free trade understand that free trade promotes financial development and improves 
living quality. This derives from "theory of comparative advantage." However, when free trade is being 
developed, weak industries are selected, and the local industries that people have developed may become extinct. 
The leather footwear industries in Asakusa are excellent as regional industrial clusters, but poverty may occur 
because old-fashioned product organization of "craftsmanship" is no longer present. After surveying its situation 
from a statistical analysis and interview survey, several problems have been discovered.



















































































































































 表２は、ＴＱ制度が導入された 1986 年以降の革製履
物の輸入状況を示したものである。1986 年時点の輸入
足数は 4,325 千足であったが、1990 年には 319.0％増
の 18,121 千足、1995 年にはほぼ倍増の 30,254 千足と
なり、急激な輸入量の増加がみられる。1995 年から
2000 年にかけてはやや減少するものの、2000 年から
2005 年にかけては再び増加して 36,710 千足、2010 年
にはやや減少して 34,709 千足となるが、2012 年には
































からの 20 年余の間に約 8倍に増加したことになる。そ
の内訳について、以下では、革靴の輸入状況を国別に
みていくこととする。 










表１ ＴＱ制度における 量および税率（1986 年度～） 
年度 一次関税割当数量 一次税率 二次税率 










１足当たり 4,800 円 
（どちらか高い方） 
1987 2,700,000 足 
1988 3,110,000 足 
1989 3,580,000 足 
1990 4,120,000 足 
1991 4,830,000 足 
1992 5,796,000 足 
1993 6,955,000 足 
1994 8,346,000 足  （※） 
1995 10,015,000 足 29.3％ 26.3％ 21.1％ 56.3％or\4,737.5 56.3％or\4,500.0 
1996  28.5％ 25.7％ 20.5％ 52.5％or\4,675.0 52.5％or\4,200.0 
1997  27.8％ 25.0％ 20.0％ 48.8％or\4,612.5 48.8％or\3,900.0 
1998  27.0％ 24.3％ 19.5％ 45.0％or\4,550.0 45.0％or\3,600.0 
1999  26.3％ 23.6％ 18.9％ 41.3％or\4,487.5 41.3％or\3,300.0 
2000 12,019,000 足 25.5％ 23.0％ 18.4％ 37.5％or\4,425.0 37.5％or\3,000.0 
2001  24.8％ 22.3％ 17.8％ 33.8％or\4,362.5 33.8％or\2,700.0 
2002  24.0％ 21.6％ 17.3％ 30.0％or\4,300.0 30.0％or\2,400.0 
…
 
… … … … …
    注：「二次税率」の右列（※）は、甲が革製のもののうち、中底が19cm以下のものの場合である。 













































































4,360 千足となり、さらに、2000 年には 2,181 千足と


















































表２ 革製履物の輸入状況            単位：千足 
 1986 年 1990 年 1995 年 2000 年 2005 年 2010 年 2012 年 
革製履物の輸入足数 4,325  18,121 30,254 28,581 36,710  34,709  38,040
増減数 ― 13,796 12,133 -1,673 8,129  -2,001  3,331 
増減率 ― 319.0% 67.0% -5.5% 28.4% -5.5% 9.6%
資料：東京都皮革技術センター台東支所「皮革統計ハンドブック」（日本関税協会「日本貿易月表」より作成） 
 
表３ 国別（上位 3国）にみた革靴の輸入動向           単位：％ 









































































































































































































































表４ 革製履物の輸出状況            単位：千足 
1988 年 1990 年 1995 年 2000 年 2005 年 2010 年 2012 年 
革製履物の輸出足数 5,639 6,929 4,360 2,181 1,686  1,397  1,254
増減数 ― 1,560 -2,569 -2,179 -495  -289  -143 
増減率 ― 29.1% -37.1% -50.0% -22.7% -17.1% -10.2%
資料：東京都皮革技術センター台東支所「皮革統計ハンドブック」（日本関税協会「日本貿易月表」より作成） 
 
表５ 革製履物の生産足数（常用従業者 10 人以上の事業所）の状況   単位：千足 
 1985 年 1990 年 1995 年 2000 年 2005 年 2010 年 2012 年 
生産足数 
全国 53,387  54,054 49,525 35,961 25,427 17,366  16,215
東京 22,882  17,338 13,834 10,297 6,729 3,486  2,901
増減数 
全国 ― 667 -4,529 -13,564 -10,534 -8,061  -1,151
東京 ― -5,544 -3,504 -3,537 -3,568 -3,243  -585
増減率 
全国 ― 1.2% -8.4% -27.4% -29.3% -31.7% -6.6%





表６ 革製履物製造業の事業所数および従業者数の推移  単位：事業所、人 
 地域 1985 年 1990 年 1995 年 2000 年 2005 年 2008 年 2011 年 
事業
所 
全国（4人以上） 1,180 1,324 1,087 880 603  575 454
東京（全事業所） 955 848 658 680 423  381 281
従業
者 
全国（4人以上） 26,855 28,855 22,671 16,391 11,252  10,383 7,969
東京（全事業所） 8,640 7,537 5,917 5,068 3,066  3,028 2,098
































































































































































１ 「関税と貿易に関する一般協定（GATT : General 


































































































































表７ 地域別にみた革製履物製造業の事業所・従業者数の推移  単位：事業所、人 






955 848 645 680 423 381 281
- -11.2% -23.9% 5.4% -37.8% -9.9% -26.2%
 特別区 
948 840 638 674 419 375 279
- -11.4% -24.0% 5.6% -37.8% -10.5% -25.6%
 城東地域 
894 804 604 653 403 358 266
- -10.1% -24.9% 8.1% -38.3% -11.2% -25.7%
  うち台東区 
333 362 257 299 191 193 112






8,640 7,537 6,123 5,068 3,066 3,028 2,098
- -12.8% -18.8% -17.2% -39.5% -1.2% -30.7%
 特別区 
8,330 7,204 5,863 4,818 2,869 2,737 2,089
- -13.5% -18.6% -17.8% -40.5% -4.6% -23.7%
 城東地域 
7,938 6,936 5,654 - 2,752 2,587 2,000
- -12.6% -18.5% - - -6.0% -22.7%
  うち台東区 
2,622 2,415 1,974 1,678 1,031 1,065 702










































































１　「関税と貿易に関する一般協定（GATT : General 
Agreement on Tariffs and Trade）」のことを指す。
関税、輸出入規制など貿易上の障害を低減または廃
止し、国際貿易の自由、無差別の原則の確立を目指し
て1947年に23カ国が調印し、1948年に発行する。わ
が国は、1955年に加盟している。1995年に世界貿易
機関（WTO）に移行し、現在に至る。
２　「比較優位」という点についての両者の主張は共通
しており、比較優位な産業に各自が専念することの必
要性を説いている。スミスについては、「見えざる手
（invisible hand）」に象徴されるが、重商主義批判に
「比較優位」の意図が含まれ、「外国製品にたいする
輸入制限は、安価な外国製品を買わず、それより高価
な自国製品を生産することになる。その結果、自国の
資本はより有利な用途から、より不利な用途に転用さ
自由貿易化に伴う地場産業衰退に関する事例分析
－ 42 －
宮　寺　良　光
れ、一国の年々の生産物の交換価値はそれだけ減少
することになる」とし、「個 人々が自己の利益だけを意
図して資本投下すれば－中略－社会全体の利益を促
進させることになる」としている（山本他，1995）。また、
リカ ドーについては、「一国経済は、長期的には－中
略－資本蓄積の誘因が消滅した一種の定常状態へと
ゆきつかざるをえない」が、「その枠内でよりよい定常
状態へといたる高い発展軌道に一国経済を乗せる」た
めには、「一つは技術革新であり、もう一つは自由貿
易とりわけ安価な外国食料の輸入」としている（山本
他，1995）。
３　日本産業分類上の「革製履物製造業」には、革製
スリッパを含むが、実際には革靴の製造が大半を占め
ており、本文中に「革靴」と記している場合も、「革
製履物」とほぼ同義として用いている。
４　東京（台東区）、兵庫（神戸）、大阪（西成区）、奈良
（大和郡山）などが代表的である。
５　皮革・革靴関連の産業が根付いてきた地域には、
その多くが背景に「同和問題」を抱えていることにも
留意しておかなければならない。
６　1944年に44 ヶ国が参加して国際金融機構に関する
協定が結ばれる。その後、国際通貨基金（IMF）お
よび国際復興開発銀行（IBRD）が設立され、通貨
価値の安定、貿易振興、開発途上国の開発を行い自
由で多角的な世界貿易体制をつくるため為替相場の
安定が計られた。当初、国際貿易機構（ITO）の設
立が企図されていたが、アメリカ議会での反対があり、
GATTが創設されることとなる。
７　1985年同時の輸入数量は、約100万足であった。
８　譲許税率（bound tariff rate）とは、ＷＴＯ等の通
商協定において協定加盟国が個々の産品に対して国
際的に約束した上限税率のことであり、加盟国はすべ
ての国に対してこの税率を適応しなければならない。
９　外務省ＨＰ（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/t_
kanzei/index.html：2014年10月時点）によれば、「一
般特恵関税制度（GSP：Generalized System of
 Preferences）は、開発途上国の輸出所得の増大、工
業化と経済発展の促進を図るため、開発途上国から
輸入される一定の農水産品、鉱工業産品に対し、一
般の関税率よりも低い税率（特恵税率）を適用する制
度」と説明している。
10　江口（1980）は、「名目的自営業者」の３つの局面
として、①都市的・製造業的自営業（「職人」の分化・
分解と没落の形態、内職（家内労働））、②都市的・
商業的自営業（「生業」・「雑業」）、③農業的自営業（「零
細兼業農家」経営）に類型化している。宮寺（2013）
では、こうした問題意識に基づき、最近の状況につい
て現状分析をおこなっている。
11　2008年１月16日に東京靴工組合（以下、靴工組合）、
東都製靴工業組合（以下、東都製靴）、浅草東民主商
工会（以下、浅草東民商）に対して実施した調査である。
いずれも浅草地域に拠点を構え、革製履物製造業に
従事する事業者や労働者を多数組織している団体で
ある。このうち、浅草東民商については、靴職人を志
す若者（Ｙ氏）への独立開業者支援の取り組みについ
て、主に調査をおこなった。
12　東京都産業労働局の地域区分によれば、台東区、
墨田区、荒川区、江東区、足立区、葛飾区、江戸川
区の７区を「城東地域」としている。
13　『全国商工新聞』（2008年３月31日発行）によれば、
ネットワーク「靴・ものづくり懇談会」の活動が紹介さ
れており、20 ～ 30歳代の若者が靴作りを未来につな
げようとしている。
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